














































































p = p (v， u)， 
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μ=μ(v， R， u~ 





































































































































logWDI = -;-3 .4 1~ 牟+ Q.09~' log V -p.04g_*' log R + 9.60~" log U ←13253) (2.261) - (-3.051) - (18.126) 
iP = 0.959， DW = l.710 (QI) 
logWD2 = -).556，" +Q.0?1IogV -9:0_~('logR+ Q:6~?，"logU 




























ただし，添え字 tは時点を表す。 (7)から分かるように，殺到率，離職率の 1%の変化は，賃金
格差をそれぞれ0.098%，0.048%変化させるのに対して，労働組合数の 1%の変化は賃金格差を
0.6%変化させる。組織要因の賃金格差への影響力の大きさを示していると言えよう。
































1 尾高 [1984Jpp.201~209によれば. 1928~1930年における離職率の急激な変化は，ロンドン
軍縮条約(1930)の長崎造船・長崎兵器への影響によるものと考えられる。
2 ここで定数 G，V， r， Uは，次のように与えられる。
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μ。 1" ，¥ 
M三一一一-1ε +ε 1 
p" +μ。、
ただし Po，μ0，φJ，φJ，λpO， E/， EpOはそれぞれ.V， R， Uの初期億九，Ro， UOにお
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